
  

 

基金事業等に係る運営及び管理に関する基本的事項の公表について 
（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号）第 4 条第 2 項第 1 号に基づく公表） 

（厚生労働省所管） 

基金の名称 京都府緊急雇用創出事業臨時特例基金 

基金設置法人名 京都府 

基金の額 ①設置時の額（平成 21年 3月 31日造成）   2,880,000千円 

  ②積み増し額の計             28,994,055千円 

 
内訳 
（平成 21年 9月 30日、緊急雇用事業分）        5,490,000千円 
（平成 22年 3月 31日、緊急雇用事業分）        4,960,000千円 
（平成 23年 2月 14日、緊急雇用事業分）        3,540,000千円 
（平成 23年 2月 16日、緊急雇用事業分）        2,920,000千円 
（平成 23年 3月 20日、緊急雇用事業分）           34,055千円 
（平成 23年 3月 31日、緊急雇用事業分）           60,000千円 
（平成 24年 3月 30日、震災等緊急雇用対応事業分）    3,040,000千円 
（平成 25年 1月 24日、緊急雇用事業分）            2,180,000千円 
（平成 25年 3月 29日、起業支援型地域雇用創造事業分）2,990,000千円 
（平成 26年 3月 31日、地域人づくり事業分）     3,780,000千円 
 

  ③終了時残高（見込）（平成 28年 6月 30日）       0円 

 うち 

国費 

相当額 

①設置時の国費相当額              （全 額） 

 ②積み増し額の国費相当額           （全 額） 

 ③終了時残高の国費相当額                   （全 額） 

基金事業の概要  

・緊急雇用事業（震災等緊急雇用対応事業を除く。） 

離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者等の失業者に対して、次
の雇用までの短期の雇用・就業機会を創出・提供等行う事業。 
また、短期の雇用機会を提供した上で、地域のニーズに応じた人材育成を

行う事業や重点分野（介護、医療、農林水産、環境・エネルギー、観光、教
育・研究等）に係る事業。 

 

・震災等緊急雇用対応事業 

 東日本大震災被災地域の本格的な雇用復興を図るため、震災の影響等によ
る失業者等の雇用機会を創出し、産業政策と一体となった雇用面での支援を
行う事業。 

 

・起業支援型地域雇用創造事業 

地域に根ざした事業の起業等を支援することにより、安定的な地域雇用の
受け皿の創出と事業の成長による地域経済の活性化を図り、失業者の雇用の

継続が期待される事業。 
 

・地域人づくり事業 

未就職卒業者や失業者に対して、地域の企業等で就業するために必要な知

識・技術を習得させるための人材育成を行う事業。 
   また、非正規労働者のスキルアップや企業等の販路拡大に関する取組を実

施することにより、在職者の賃金引き上げや正規雇用化、定着率の向上を図

る事業。 
 



  

 

基金事業を

終了する時

期 

事業名 緊急雇用事業 

（震災等緊急雇用 

対応事業除く。） 

震災等緊急雇用 

対応事業 

起業支援型 

地域雇用創造事業 
地域人づくり事業 

新規採択の終

了時期 
平成 26 年 

3 月 1 日 

平成 25 年 

3 月 31 日 

平成 26 年 

3 月 31 日 

平成 27 年 

3 月 31 日 

採択事業の最

終 的 な 終 了

(予定)時期 

平成 26 年 

3 月 31 日 

平成 26 年 

3 月 30 日 

平成 27 年 

3 月 30 日 

平成 28 年 

3 月 31 日 

精算等を経た

上での基金の

解散(予定)時

期 

平成 28 年 

6 月 30 日 

平成 28 年 

6 月 30 日 

平成 28 年 

6 月 30 日 

平成 28 年 

6 月 30 日 

基金事業の目標 

 

 

 

 
 

指標＼事業名 緊急雇用事

業（震災等

緊急雇用 

対応事業除

く。） 

震災等緊急

雇用対応事
業 

起業支援型

地域雇用創
造事業 

地域人づく

り事業 

事業に従事する全労
働者計画数（Ａ）(人) 

22,557 2,664 1,385 905 

事業に従事する全労
働者実績数（Ｂ）(人) 

27,176 2,839 2,161 1,020 

Ｂ／Ａ（%） 120.5% 106.6% 156.0% 112.7% 
 

給付対象となる事務又は事業
の採択に当たっての申請方法、
申請期限、審査基準、審査体制 

 

事業の新規募集は終了しました。 

 

 


